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図-4 料金所情報提供サービス 

 

自動運転車では、車載センサが周辺状況の確認を

行うが、当該センサの検知範囲には限界がある。こ

のため、事前に前方の情報を提供することで、自動

運転車が余裕を持った車線変更等が可能になり、円

滑な自動運転が期待できる。国総研では、「路上障

害情報提供サービス」、「IC出口等の渋滞情報の提

供サービス」、「料金所情報提供サービス」につい

て、情報提供内容と具体的な情報提供フォーマット

等を検討した（図-2～図-4）。 

（３）自車位置特定補助情報 

自動運転車の車線維持支援システム（LKAS）は、

車載センサで区画線を読み取り、車線中央を走行す

るようにハンドル操作を自動で行うものである。と

ころが、かすれた区画線については車載センサで検

知することができなく、LKASが作動しないことがあ

る。このため、LKASの作動条件のベースとなる白線

認識の状況を把握することを目的とした研究を行っ

ている。現在、車載カメラで取得した画像データ等

を用いて区画線の剥離率（区画線面積における剥離

面積の割合）を調査するとともに、LKASを搭載した

車両を実走させてLKASの作動状況を把握し、区画線

の剥離率とLKASの作動率との関係の分析を行ってい

る（図-5）。 
 

 

図-5 剥離率とLKAS作動率との関係（イメージ） 

 

３．合流支援情報提供サービスの実証実験 

国総研が技術仕様の作成を行った合流支援情報提

供システムについて、内閣府SIPが実験主体となり、

東京臨海部実証実験として、首都高速道路1号羽田線

空港西入口（上り）付近で実施した（写真）。当該

実験においては、合流支援情報提供システムによる

「到達計算時刻の正確性」、「システム処理による

遅れ時間」、「路側インフラの設置位置」の検証等

を行い、合流支援情報提供システムの実用化に向け

た課題やシステムの適用限界を把握した2)。 

 

 

写真 東京臨海部実証実験（合流支援） 

 

４．おわりに 

自動運転の早期の実用化のためには、路車協調に

より道路インフラと車両が相互に情報共有できる仕

組みを整備することが重要である。「合流支援情報

提供サービス」、「先読み情報提供サービス」、「自

車位置特定補助情報」は、自動運転の普及拡大にと

って重要なサービスと考えている。引き続き、共同

研究等を通じて、自動運転の早期実用化と安全・安

心・円滑な道路交通の実現に貢献していきたい。 

 

☞詳細情報はこちら 

1) 高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部・

官民データ活用推進戦略会議：官民ITS構想・ロード

マップ,2021. 

2) 中川敏正, 関谷浩孝, 中田諒, 花守輝明, 藤村

亮太：東京臨海部実証実験による合流支援情報提供

システム（DAY1システム）の検証, 交通工学論文集, 

2022年8巻1号, pp.39-48, 2022. 
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地方公共団体の住宅セーフティネット 

に係る計画策定を支援 

－「住宅確保要配慮者世帯数推計支援 

プログラム」の開発・公開 － 
(研究期間：令和２年度～令和３年度) 

建築研究部       長谷川 洋 

住宅研究部 住宅計画研究室      内海 康也  

（キーワード） 地方公共団体、住宅確保要配慮者、推計プログラム、公営住宅、民間空き家  

 

１．はじめに 

低額所得者・高齢者・子育て世帯等の住宅確保要

配慮者の居住の安定確保に向けては、地方公共団体

において次の計画を策定することが求められている。 

① 公営住宅ストックの維持管理や改善を計画的に

推進するための「公営住宅等長寿命化計画」 

② 民間の空き家等を活用した住宅確保要配慮者の

入居を拒まない賃貸住宅（以下「セーフティネッ

ト住宅：SN住宅」）の登録・供給を促進するため

の「住宅確保要配慮者賃貸住宅供給促進計画」 

一方、これらの計画において将来の公営住宅や民

間の空き家の活用の必要量（以下「公営住宅等の必

要量」）の目標設定をするうえでは、住宅確保要配

慮者の将来世帯数をいかに適切に予測するかが課題

となっていた。そこで国総研では、住宅確保要配慮

者の世帯数を地域の実情やニーズに応じて中長期的

に推計できるプログラム（以下「推計PG」）を開発

し、公開した（2021年10月8日、2022年1月14日）。 

本稿では、推計結果をもとにした公営住宅等の必

要量の目標設定の方法（考え方）について紹介する。 

２．推計PGの概要 

推計PGは、国勢調査（総務省統計局）や住宅・土

地統計調査（総務省統計局）等の統計調査を用いて、

公営住宅の施策対象世帯（図-1のＹ）のうち、著し

い困窮年収水準未満の世帯（図-1のＸ）及び居住水

準や家賃負担の点で特別のニーズを有する世帯（図

-1のＡ～Ｄ）の世帯数を2020年から2045年までの５

年ごとの時点で中長期推計できるものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．公営住宅等の必要量の目標設定の方法 

公営住宅等の必要量の目標は、図-1の類型Ａ～Ｄ

の各世帯数の推計値に表-1に示す算入率を乗じ、そ

の合計世帯数をもとに設定する方法を標準とする。 
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図-1 推計PGにおける推計対象世帯と定義 

Ｙ：公営住宅施策対象世帯（本来階層及び裁量階層※1） 

Ｘ：公営住宅施策対象のうち「著しい困窮年収」の世帯※2 

Ａ：著しい困窮年収水準未満の世帯のうち、最低居住面積水準

未満の世帯 

Ｂ：著しい困窮年収水準未満の世帯のうち、最低居住面積水準

以上であるが、高家賃負担の世帯※3 

Ｃ：著しい困窮年収水準以上の年収世帯であるが、「最低居住

面積水準未満」の世帯 

Ｄ：著しい困窮年収水準以上の年収世帯で最低居住面積水準

以上であるが、高家賃負担の世帯 

 ※1 本来階層は収入分位 25％以下の世帯。裁量階層は住宅確保

に配慮が必要として収入分位 50％を上限に条例で定める世帯 

※2 著しい困窮年収水準未満の世帯：適正家賃負担限度率の範囲

で、住生活基本計画（全国計画）で定める最低居住面積水準を

満たす面積の住宅（各地域の民間賃貸住宅の平均家賃単価の

住宅）に居住するために必要な年収に満たない世帯 

※3 高家賃負担の世帯：各地域における民営借家に居住する年収

200万未満世帯の平均家賃負担率以上の家賃負担の世帯 
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類型 優先度 算入率 

Ａ 低収入階層で、かつ最低居住面積水準

未満の狭い住宅に居住しているため、最

も優先度が高い 

100％算入

を必須 

Ｂ 最低居住面積水準以上の住宅に居住し

ているが、低収入階層であるため、高家

賃負担率以上となっているため、Ａに次

いで優先度が高い 

100％算入

が理想 

Ｃ 著しい困窮年収水準以上の収入階層で

あるが、最低居住面積水準未満の住宅

に居住しているため、Ｂと同様に優先度

が高い 

100％算入

が理想 

Ｄ 高家賃負担率以上であるが、著しい困窮

年収水準以上の収入階層で、最低居住

面積水準以上の住宅に居住しているた

め、優先度は最も低い 

地域の実

情や政策

ニーズに

応じ て算

入 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

具体の例で解説する。図-2はある市（Ｘ市）にお

ける類型Ａ～Ｄの各世帯数の推計結果を示している。

各世帯数の将来的な傾向は2030年度まではほぼ横ば

いで、以後減少していくことが予想される。公営住

宅等の必要量は、100％算入を必須とする類型Ａをベ

ースとすると2030年度までは8,450戸程度が必要で

ある。さらに類型Ｂ・Ｃを100％算入して加えると、

2030年度までは28,500戸程度を必要とする。一方、

類型Ｄは地方公共団体の政策ニーズ（例えば、若年

世代の定住やUIJターンの促進、子育て支援等）等を

踏まえて、公営住宅等による支援対象とするかを判

断するが、これを算入した場合は2030年度までの公

営住宅等の必要量は33,000戸程度となる。 
上記の必要量のうち公営住宅自体の必要量は、類

型Ａの世帯数に相当する戸数の確保は必須である。

また、類型Ｂ・Ｃの世帯数の相当戸数も公営住宅で

確保することが望ましい。既存公営住宅数が不足す

る場合、民間空き家を活用した借上げ公営住宅やSN

住宅の供給等で対応することが必要と考えられる。 

 

 

 2020年度 2025年度 2030年度 2035年度 2040年度 2045年度 

1人※ 5,718 6,043 6,240 6,301 6,230 6,132 

2人 10,118 10,207 10,142 9,921 9,551 9,188 

3人 6,628 6,630 6,519 6,303 5,991 5,690 

4人 3,972 3,801 3,606 3,386 3,153 2,969 

5人 1,516 1,456 1,393 1,325 1,243 1,174 

6 人以

上 
373 359 344 325 305 290 

合計 28,327 28,496 28,244 27,562 26,473 25,443 

ところで、公営住宅のストックマネジメントの観

点からは、住宅規模別の必要量の目標設定も重要と

なる。表-2はＸ市における類型Ａ～Ｃの合計世帯数

の推計結果を世帯人数別に示している。2020年度時

点では２人世帯が最も多く、ついで３人世帯が多い

が、経年的には１人世帯（60歳以上）が増加し、２

人以上の世帯が減少していくことが予想される。 

このため将来的には、既存の大規模世帯向け住戸

を単身世帯向けシェアハウスに改修することや建替

えの機会を捉えて、小規模住戸の量を増やしていく

ことの必要性が示唆される。ただし、高齢者等の単

身世帯が過度に集積した公営住宅団地は、コミュニ

ティ機能や自治機能の低下等の点で問題となる。公

営住宅団地のコミュニティの活性化にも配慮し、増

加する単身世帯等の一部は民間空き家を活用した借

上げ公営住宅やSN住宅で対応するなど、公営住宅と

民間空き家の活用を連携させながら住宅規模別の必

要量の目標設定をすることが重要となる。 

 

４．おわりに 

 推計PGの活用により、地方公共団体における住宅

セーフティネットに係る計画策定の充実化が進むこ

とを期待している。今後もフォローアップを継続的

に行い、地方公共団体における公営住宅等の必要量

の目標設定に係る技術支援を行っていく予定である。 

☞詳細情報はこちら 

1) 推計PGの公開は下記のHP 

http://www.nilim.go.jp/lab/ibg/contents/SPG/stockProgr

am.html 

2）推計PGの利用マニュアル・技術解説は下記 

国総研資料 No.1168、国総研資料 No.1183 
http://www.nilim.go.jp/lab/bcg/siryou/tnn/tnn1168.htm 

http://www.nilim.go.jp/lab/bcg/siryou/tnn/tnn1183.htm 

図-2 類型Ａ～Ｄの各世帯数の推計結果（Ｘ市の例） 

（世帯数） 

2020年度 2025年度 2030年度 2035年度 2040年度 2045年度 

※ いずれも年度中央（10月 1日）時点 

8,450 

28,500 

33,000 

2035年度以降、

減少の見込み 

※ １人世帯は60歳以上を対象として推計 

表-1 公営住宅等の必要量の目標設定に係る算入率 表-2 類型Ａ～Ｃの合計世帯数の世帯人数別の推計 

結果（例） 
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